
別表第４ 
 補助事業 補助対象経費 補助率 上限額
 実施事業名 実施事業内訳 項目 内容
 ＢＣＰ関連支

援事業
計画策定事業 謝金・報償費 専門家等の招致に要

した経費
２ 分 の
１

Ｂ Ｃ Ｐ に 係 る
費用 

２０万円 

 

事 業 継 続 力 強
化 計 画 に 係 る
費用 

１０万円

 旅費 専門家等及び研修会
への参加に係る交通
費及び宿泊費

 需用費 ＢＣＰ又は事業継続
力強化計画の策定等
に係る印刷製本費及
び専門書の図書購入
費

 委託料 専門家等への委託に
要した経費

 使用料及び貸借
料

会議室又はパソコン
等機材の使用料

 計画実践事業 謝金・報償費 専門家等の招致に要
した経費

Ｂ Ｃ Ｐ に 係 る
費用 

１００万円 

 

事 業 継 続 力 強
化 計 画 に 係 る
費用 

５０万円

 旅費 専門家等に係る交通
費及び宿泊費

 委託料 専門家等への委託に
要した経費

 使用料及び貸借
料

システム、サービス
等の利用料

 工事費 設備の設置に直接必
要な経費

 設備購入費 インフラ設備（非常
用太陽光パネル、蓄
電池、自家発電装置
等）、データ保全設備
（データのバックア
ップ専用サーバ等）
又 は 地 震 対 策 設 備
（転倒防止装置、飛
散防止フィルム等）



 の購入費
 事業承継支援

事業
事業承継計画策定 計画策定費 初期診断、課題分析、

コンサルティング、
事業承継計画の作成
及び企業価値の算出
に係る経費

２ 分 の
１

１００万円

 事業所改修工事 工事費 ①解体工事 

②外壁工事 

③看板設置工事 

④内装工事 

⑤建具工事 

⑥給排水衛生設備工
事 

⑦電気設備工事 

⑧空調・冷暖房設備
工事 

⑨ガス設備工事
 設備購入 設備購入費 事業計画書の事業内

容に具体的な記載の
ある設備の購入費

 空き店舗改修
支援事業

空き店舗改修工事 工事費 ①解体工事 

②外壁工事 

③看板設置工事 

④内装工事 

⑤建具工事 

⑥給排水衛生設備工
事 

⑦電気設備工事 

⑧空調・冷暖房設備
工事 

⑨ガス設備工事 

⑩住宅分離工事

２ 分 の
１

１００万円

 家財道具処分 

※空き店舗改修に
伴うものに限る

処分料 当該物件の残存する
家財道具等を一般廃
棄物等の収集・運搬
業の許可業者に委託

１ ０ 分
の１０

２０万円



 して処分・搬出した
際に要する経費（特
定家庭用機器リサイ
クル料金を含む。）

 ＤＸ促進支援
事業

デジタル技術を活
用した販路開拓や
生産性向上事業

コンサルティン
グ費用

データやデジタル技
術の活用について必
要なＩＴコンサルテ
ィ ン グ に 係 る 費 用
（専門家利用料等）

３ 分 の
２

２０万円 

※ 機 器 購 入 費
に 対 す る 補 助
上 限 額 は １ ０
万円とする。

 サービス・製品
開発費

ビジネスモデル等の
変革に必要な自社の
サービス、製品の開
発に係る費用（外注
費、原材料費等）

 システム導入費 業務プロセス等の変
革に必要なシステム
導入に係る費用（外
注費、ソフトウェア
使用料、ソフトウェ
ア購入費、ホームペ
ージ製作費等）

 ＤＸ人材育成・
教育費

自社のＤＸ人材の育
成・教育に必要な講
座受講等に係る費用
（講座受講料、講師
謝礼、講師派遣経費
等）

 機器購入費 デジタル技術活用に
必要な機器等（パソ
コン、カメラ、入力
端末購入費等） 

※機器購入費に対す
る補助対象経費は、
１５万円を上限とす
る。

 その他 その他ＤＸ化の取組



 に 必 要 な 費 用 の う
ち、市長が必要と認
める費用

 経営革新支援
事業

チャレンジ枠 

 

経営革新枠

謝金・報償費 専門家等への謝金 ２ 分 の
１

チャレンジ枠 

２５万円 

 

経営革新枠 

５０万円 

対 象 経 費 は 当
該 補 助 金 の 交
付 決 定 に 係 る
年 度 内 に 要 し
たものとし、一
の 年 度 に お い
て 一 の 補 助 対
象 者 に つ き 一
の 経 営 革 新 事
業に限る。 

※ただし、当該
経 営 革 新 事 業
を対象に、この
要 項 に よ り 既
に 補 助 金 の 交
付 を 受 け て い
る場合は、５０
万 円 か ら 当 該
補 助 金 の 額 を
控 除 し た 額 を
限度とする。

 旅費 専門家、従業員等の
旅費

 需用費 原材料費、印刷製本
費、資料購入費、消
耗品費等 

※食糧費は除く
 役務費 通信運搬費、広告宣

伝費、保険料、通訳
料、翻訳料等

 委託料 事業の一部の委託に
要する経費

 使用料及び貸借
料

機器賃借料、会場使
用料、ソフトウェア
使用料等

 研究開発費 市場調査、外注加工、
デザイン開発又は産
業財産権の導入に要
する経費、技術コン
サルタント料、調査
研究費等

 工事費 店舗、事務所等の改
修費 

※新築、建替え及び
建物本体に影響を与
える増改築、外構工
事等は除く

 設備購入費 設備の購入費 

※経営革新枠におい
ては経営革新計画別
表４に記載のあるも
のに限る

 研修費 従業員等の研修費、



 講習費
 その他 市長が特に必要と認

める経費
 技能訓練支援

事業
国家資格取得事業 国家資格取得費 国家資格取得に要す

る受験料及び登録に
要する諸費用

２ 分 の
１

１ 名 に 係 る 補
助 事 業 １ 回 当
たり３万円 

 受験又は受験に要す
る練習用材料費

 技能訓練事業 研修会等受講費 研修会等の受講に要
する受講料及びテキ
スト等の教材費

 販路拡大支援
事業

見本市等出展事業 旅費 見本市等への出展に
係る交通費及び宿泊
費

２ 分 の
１

国 内 に お い て
開 催 さ れ る 見
本市等 

２０万円 

 

国 外 に お い て
開 催 さ れ る 見
本市等 

５０万円

 出展料 自社製品・サービス
を展示・商談するた
め の ス ペ ー ス 使 用
料。（小間料を含む。）

 運搬費 見本市等において展
示する自社製品及び
パンフレット等の輸
送費。

 資料作成費等 パンフレット等作成
に係る費用。なお、
海外での展示会等に
おいては、翻訳代、
通訳代及び販路拡大
に係る代理店との契
約代を含む。

 会場設営費 会場において使用す
る机、椅子、看板等
の設置及び撤去に係
る費用。（専門家によ
るレイアウト指導料
を含む。）


